
　　　別紙

○記載要領のⅡ２．雇用船員数(予備船員数を除く。)及び所属船舶の状況についての補足説明

東京丸 → 東京丸 → 東京丸 東京丸

↑ ↑

配乗 （裸用船） 配乗 （定期用船）

Ａ社 → Ｂ社 → Ａ社 A社･B社

（記載における注意）
Ａ社報告書 Ｂ社報告書

船名 東京丸 東京丸

船質 ・・・ ・・・

総トン数 10,000㌧ 10,000㌧

航行区域～ 遠洋 遠洋

運航形態 外航船 外航船

用途 貨物船 貨物船

主な就航～ 日本～豪州 日本～豪州

甲板職員 ３ ２

うち女子

うち外国人 ２

機関職員 ３ １

うち女子

うち外国人 １

無線職員 １

（以下略）

甲板部員 ２ ５

うち女子

うち外国人 ５

（以下略）

合計 ９ ８

備考
Ｂ社へ裸用船
（マルシップ）

Ａ社より裸用船
（マルシップ）

対象ﾌﾗｸﾞ １ ０

（１）｢雇用船員数(予備船員数を除く｡)及び所属船舶の状況]の備考欄への記載については､以下のとおりです｡

　　例１）Ａ社所有の東京丸がマルシップ形態を取っている場合

がそれぞれの船舶所有者が報告を行う範囲になります。

※実際に東京丸に乗っている数は、Ａ社の報告書とＢ社の報告
書を合わせた数になります。
　また、マルシップ形態である場合は、マルシップである旨を
備考に記載してください。

　船員は、それぞれの船舶所有者、それぞれの配乗している船
員のみを計上します。マルシップの場合、外国人船員は外国船
社のみが配乗しますので、この例の場合Ｂ社のみが外国人船員
を計上することになります。

報告書を合わせると、東京丸に
はＡ社・Ｂ社が配乗を行ってい
ることが分かります。

　また、「主たる船員の労務管理を行う事務所」については、
所在地、電話及び担当者氏名は日本での関係事務所を記載して
頂き、名称は現地の事務所名とともに、括弧書きで日本の関係
事務所を記載して下さい。
(名称）「PANAMA SHIPPING SA((株)東京水産サービス）」

※Ｂ社が外国法人である場合、その船員の船員法上の船舶所有
者は当該外国法人ですので、例えばパナマ法人であれば、「船
舶所有者」にはその名称を記載します。
（例）（住所）「ROME AVENUE AND 12ND STEET
PANAMACITY,REPUBRIC OF PANAMA」
（名称）「PANAMA SHIPPING SA」



大阪丸 大阪丸

（船員派遣） 配乗

Ａ社 → Ｂ社 A社･B社

（記載における注意）
Ａ社報告書 Ｂ社報告書

船名 大阪丸 大阪丸

船質 ・・・ ・・・

総トン数 1,000㌧ 1,000㌧

航行区域～ 沿海 沿海

運航形態 内航船 内航船

用途 タンカー タンカー

主な就航～ 瀬戸内海 瀬戸内海

甲板職員 ２ ３

うち女子 １

うち外国人

機関職員 ３

うち女子

うち外国人

無線職員 １

（以下略）

甲板部員 ３ １０

うち女子

うち外国人

（以下略）

合計 ５ １７

備考 Ｂ社へ派遣
上記の他、Ａ社
から職員２名、
部員３名派遣

対象ﾌﾗｸﾞ ０ １

がそれぞれの船舶所有者が報告を行う範囲になります。

（９）～（１２）（派遣船員・在籍出向船員（「以下派遣船員等」）の記載については、以下のとおりです。

　  例２）Ａ社が、Ｂ社所有の大阪丸に対して、職員２名、部員３名を派遣している場合

報告書を合わせると、
大阪丸にはＡ社・Ｂ社が配乗を行ってい
ることが分かります。

※　実際に大阪丸に乗っている数は、Ａ社の報告書とＢ社の報告書を
　合わせた数になります。出向・派遣等である場合は、その旨を備考
　に記載してください。派遣船員等については、派遣元である船舶所
　有者が報告を行います。

↑↑

　一方、派遣を受けているＢ社（派遣先）は、Ａ社からの派
遣船員は除いて、Ｂ社が配乗している船員のみを計上します。

　Ａ社（派遣元）は、Ｂ社（派遣先）に派遣している船員に
ついてのみ、その乗船する大阪丸を記載して、計上します。
備考には、「Ｂ社へ派遣」と記載します。

　ただし、Ａ社から派遣を受けていることを明確にするた
め、備考には「上記の他、Ａ社から職員２名、部員３名派
遣」と記載します。


